
2017年度 第3四半期決算

2018年2⽉8⽇
住友商事株式会社

将来情報に関するご注意
本資料には、当社の中期経営計画等についての様々な経営⽬標及びその他の将来予測が開⽰されています。こ
れらは、当社の経営陣が中期経営計画を成功裡に実践することにより達成することを⽬指していく⽬標であり
ます。これらの経営⽬標及びその他の将来予測は、将来の事象についての現時点における仮定及び予想並びに
当社が現時点で⼊⼿している情報に基づいているため、今後の四囲の状況等により変化を余儀なくされるもの
であり、これらの⽬標や予想の達成及び将来の業績を保証するものではありません。したがって、これらの情
報に全⾯的に依拠されることは控えられ、また、当社がこれらの情報を逐次改訂する義務を負うものではない
ことをご認識いただくようお願い申し上げます。



（2017年11⽉公表） （2018年2⽉公表）
① ② ②-① ③ ②/③

1,115 782 771 976 2,529 ＋1,414 2,800 90% 3,000 

1,525 774 743 809 2,326 ＋800 3,000 78% 3,000 
資源ビジネス*2 55 136 146 194 476 ＋421 500 95%
鋼管事業*2 △89 24 15 20 59 ＋147 75 78%
その他⾮資源 1,559 615 581 595 1,791 ＋232 2,425 74%

⼀過性損益 △320 ＋60 ＋90 ＋220 ＋370 ＋690 △100 - ＋100 
体質改善コスト - - - - - △200 △200 
その他 △320 ＋60 ＋90 ＋220 ＋370 ＋100 ＋300 

当期利益

基礎収益*1

(単位:億円)
2016年度

第3四半期実績 第2四半期
単独

2017年度
通期⾒通し 進捗率2017年度

第3四半期実績 前年同期⽐
第1四半期

単独
第3四半期

単独

2017年度
通期⾒通し

約 約 約約 約約 約 約

*3

*3

*1 基礎収益＝(売上総利益+販売費及び⼀般管理費(除く貸倒引当⾦繰⼊額)+利息収⽀+受取配当⾦)×(1-税率)+持分法による投資損益
*2 海外現地法⼈・海外⽀店セグメントの業績を、資源ビジネス・鋼管事業の業績に含めて算出した参考値 *3 チリ銅・モリブデン事業における減損損失を除く

〈 2017年度第3四半期実績（前年同期⽐） 〉

１. 経営成績
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■ 資源ビジネス ：  資源価格上昇の影響により増益
■ 鋼管事業 ：  北⽶鋼管事業 収益改善
■ その他⾮資源 ：  リース事業、建機販売 及び 建機レンタル事業 堅調

 メディア・⽣活関連の国内主要事業会社 及び 不動産事業 堅調
 ⼤型EPC案件 建設進捗

■ ⼀過性損益 ：  (当期) ⽶国税制改正の影響（約＋170億円）
資産⼊替に伴う⼀過性利益 等 あり

 (前期) チリ銅・モリブデン事業における減損損失（△336億円）
ボリビア銀・亜鉛・鉛事業 税引当 等 あり

期初
（2017年5⽉）

第２四半期時点
（2017年11⽉）

今回
（2018年２⽉）

年間配当/株
（中間/期末）

50円
（25円/25円）

56円
（28円/28円）

60円
（28円/32円）

〈 年間配当予想 〉

当期利益 通期⾒通し3,000億円に
連結配当性向25％を適⽤

通期⾒通し
（2017年11⽉公表）

 為替 〈YEN/US$〉 106.65 111.69 110.00
 LIBOR 6M(YEN) 0.00% 0.01% 0.05%
 LIBOR 6M(US$) 1.10% 1.51% 1.65%

2017年度

第3四半期実績

⾦
利

(参考) 主要指標 2016年度
第3四半期実績

* 為替の影響（通期⾒通し）…1円/US$の変動で±約10億円



＋600

資産⼊替
による回収
＋6,000 ＋5,400

減価償却費
＋3,500

＋3,300

基礎収益
ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ
＋6,500 ＋6,300

ｷｬｯｼｭ･ｲﾝ
＋17,000 ｷｬｯｼｭ･ｲﾝ

＋15,600

新規投資
及び

更新投資
△10,000

△8,000

配当
△2,000

△1,900

ｷｬｯｼｭ･ｱｳﾄ
△17,000 ｷｬｯｼｭ･ｱｳﾄ

△15,600

有利⼦
負債返済
△5,000

△5,700

(単位：億円)

営業活動 ＋2,227
投資活動 △521
ﾌﾘｰｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ

  基礎収益ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ* ＋1,684 ＋2,154 
  減価償却費 ＋862 ＋898 
  資産⼊替による回収 約 ＋1,200 約 ＋1,300 
  その他の資⾦移動 約 △300 約 △1,700 

  投融資実⾏ 約 △1,700 約 △1,900 
<ｷｬｯｼｭ・ｱｳﾄ>

<ｷｬｯｼｭ・ｲﾝ>

2017年度
第3四半期
＋1,623 

△787 
＋837 

2016年度
第3四半期

＋1,706

2. キャッシュ・フロー／財政状態

〈 2017年度第3四半期実績の概要 〉
■ 基礎収益ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ
ｺｱﾋﾞｼﾞﾈｽが着実にｷｬｯｼｭを創出
持分法投資先からの配当（978億円）

■ 資産⼊替による回収
欧州⾃動⾞⾦融事業 売却
⽶国ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ ⼀部売却 等

■ その他の資⾦移動
運転資⾦の増加 等

■ 投融資実⾏
ﾌﾞﾗｼﾞﾙ ⽔事業/ﾐｬﾝﾏｰ通信事業 等

* 基礎収益ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ＝基礎収益－持分法による投資損益＋持分法投資先からの配当
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累計実績
(2015年4⽉〜2017年12⽉)

3年合計計画
(2015年4⽉〜2018年3⽉)

(単位：億円)

2016年度末 2017年度第3四半期末

(*1) 当社は、2015年4⽉~2018年3⽉の3カ年を対象とする現⾏の中期経営計画
「Be the Best, Be the One 2017(BBBO2017)」において、3年合計で
配当後フリーキャッシュ・フローを5,000億円確保し、回収した資⾦で有利⼦負債を
返済する計画としております。
尚、上記3年合計計画は、2017年11⽉⾒直し後の公表値を記載しております。

(*2) 配当後フリーキャッシュ・フロー累計実績のマイナス値を記載しております。

〈 2017年度第3四半期実績の概要 〉
■ 総資産 ＋2,680億円

(77,618億円→80,298億円)
棚卸資産増加 等

■ 株主資本 ＋2,627億円
(23,665億円→26,292億円)
当期利益の積み上げ 等

* 株主資本…資本の内、「親会社の所有者に帰属する持分合計」
内、「在外営業活動体の換算差額」：1,576億円→1,835億円、「FVTOCIの⾦融資産」：1,730億円→2,155億円

D/E Ratio(Net) : 1.1 D/E Ratio(Net) : 1.0

● キャッシュ・フロー実績

● 財政状態

(参考) BBBO2017(*1)キャッシュ・フロー計画進捗

総資産 7.8兆円 総資産 8.0兆円

流動資産
3.3兆円

⾮流動資産
4.4兆円 株主資本*

2.4兆円

有利⼦負債
3.4兆円

現預⾦Net後
2.6兆円

その他の負債
2.0兆円

株主資本*
2.6兆円

有利⼦負債
3.4兆円

現預⾦Net後
2.6兆円

その他の負債
2.0兆円流動資産

3.6兆円

⾮流動資産
4.4兆円

(*2)

 為替 〈YEN/US$〉 112.19 113.00

2017年度
第3四半期末

2016年度末

その他資⾦移動
＋1,000



Appendix
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3. セグメント別 当期利益 (グローバルベース*)

* 海外現地法⼈・海外⽀店セグメントの業績を、各事業セグメントの業績に含めて算出した参考値

287 

659 

283 

746 

535 

19 51 

397 

236 

562 

△260 

130 

300 

700 

370 

880 

630 

△80 

(単位：億円)2017年度 第3四半期実績 2016年度 第3四半期実績
2017年度 通期⾒通し（2017年11⽉）

輸
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機
・
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機
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⽣
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資
源
・
化
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⾦
属

⾮
営
業
等

96%

94%

76%

85%
〈 セグメント別業績概要 〉

【2017年度 第3四半期実績の概要】

■ ⾦属
 北⽶鋼管事業 収益改善
 海外スチールサービスセンター事業 堅調
 資産⼊替に伴う⼀過性利益あり

■ 輸送機・建機
 リース事業 堅調
 船舶事業 市況回復基調
 建機販売 及び 建機レンタル事業 好調

■ 環境・インフラ
 海外発電事業 堅調
 ⼤型EPC案件 建設進捗

■ メディア・⽣活関連
 国内主要事業会社 及び

不動産事業 堅調
 資産⼊替に伴う⼀過性利益あり

■ 資源・化学品
 ボリビア銀・亜鉛・鉛事業、

南アフリカ鉄鉱⽯事業 及び
豪州⽯炭事業 堅調

 前年同期 減損損失等の影響あり

85%

＋50 ＋130 △20 ＋20 ±0 △10

各セグメントの2017年度 第3四半期実績に
含まれる⽶国税制改正の影響

(⻘字は通期⾒通しに対する進捗率)



４. 基礎収益*1 四半期推移

589
511 499 475 491 527 541

672
615 581 595

38

△12 △40 △33 △20 △45 △23 △37

24
15 20

50

25

△60 △110
△60

27
88

106 136
146

194677

524
399

332 411

509

606

741 774
743

809資源ビジネス*2 鋼管事業*2

その他⾮資源
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(単位：億円）
2015年度

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 第1四半期 第2四半期 第3四半期

2016年度 2017年度

*1  減損損失の影響を除いた基礎収益を記載
*2  海外現地法⼈・海外⽀店セグメントの業績を、資源ビジネス・鋼管事業の業績に含めて算出した参考値
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（2016/4-12） （2017/4-12） ⾦額 増減率

収益 28,549 34,785 6,236 +22%

売上総利益 6,109 7,104 995 +16%

販売費及び⼀般管理費 △5,066 △5,466 △400 △8%
（内、貸倒引当⾦繰⼊額） (3) (△11) (△13) - 

利息収⽀ △12 △35 △23 △193%

受取配当⾦ 69 92 23 +33%

持分法による投資損益 432 1,149 717 +166%

有価証券損益 △2 335 337 - 

固定資産損益 △23 33 56 - 

その他の損益 △106 46 152 - 

1,401 3,258 1,857 +133%

　　法⼈所得税費⽤ △172 △525 △353 △205%

1,229 2,733 1,504 +122%

 当期利益の帰属:

親会社の所有者 1,115 2,529 1,414 +127%

⾮⽀配持分 114 204 90 +80%

1,189 2,326 1,136 +96%

1,426 3,284 1,858 +130%

 税引前利益

 当期利益

 包括利益 (親会社の所有者に帰属）

 基礎収益*

（単位：億円）
2017年度

第3四半期実績
2016年度

第3四半期実績 前年同期⽐
2017年度第3四半期実績の概要

≪売上総利益≫

　・資源価格上昇の影響
　　（ボリビア銀・亜鉛・鉛事業、豪州⽯炭事業 等）
　・北⽶鋼管事業 収益改善
　・建機販売 及び 建機レンタル事業 好調
　・⼤型EPC案件 建設進捗
　・不動産事業 堅調

　・前年同期 減損損失の影響あり（△336億円）
　・資源価格上昇の影響
　・リース事業 堅調
　・マレーシアアルミニウム製錬事業 堅調

　・当期 資産⼊替に伴う⼀過性利益あり
　・前年同期 ボリビア銀・亜鉛・鉛事業 税引当あり

　・当期 ⽶国税制改正の影響あり
　・前年同期 過年度減損案件に係る税効果の戻り益あり

≪有価証券損益/固定資産損益/その他の損益≫

≪持分法による投資損益≫

≪法⼈所得税費⽤≫

* 基礎収益＝(売上総利益+販売費及び⼀般管理費(除く貸倒引当⾦繰⼊額)+利息収⽀+受取配当⾦)×(1-税率)+持分法による投資損益

５. 要約連結包括利益計算書
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6. 個別事業の状況
（1）アンバトビー ニッケルプロジェクト

【操業状況】
 2018年1⽉5⽇にサイクロンがプラントサイトを直撃
 プラント設備損傷の復旧並びに安全確認の為、1⽉中の操業を停⽌

 1⽉末より段階的に操業を再開

 2018年度第2四半期以降は操業率80%レベルの安定操業を⽬指す

【2017年度業績⾒込み】
 2017年度業績は約160億円の⾚字となる⾒込み（従来⾒通しは142億円の⾚字）

 2018年1-3⽉前提
・操業率 :50%程度
・ニッケル価格 :$5.25/lb
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6. 個別事業の状況
（2）TBC（北⽶における交換⽤タイヤの卸売/⼩売事業）

【仏ミシュラン社とのTBCの共同運営、および戦略提携】

 2018年1⽉、出資ストラクチャーの変更について基本合意
⇒ 当社、ミシュラン社 各50％出資の持分法適⽤会社
 事業価値 ：US$1,520mil（2016年度修正後EBITDAの9.3倍）
 資産削減 ：約US$1,500mil（約1,700億円）
 キャッシュ・イン：約US$630mil（約700億円）

 統合効果
 卸売事業：物流機能の強化、オペレーション効率化
 ⼩売事業：ミシュラン社の知⾒・ノウハウの活⽤、オンラインや法⼈向けなどの新規顧客開拓

米州住友商事 北米ミシュラン

TBC Corporation

TCi
（タイヤ卸売事業）

100% 100%

卸売事業小売事業

米州住友商事 北米ミシュラン

TBC Corporation

TCi
（タイヤ卸売事業）

50% 50%

卸売事業小売事業
統合

ホールディングカンパニー（新設）

100%

[再編前] [再編後]


